
産業連関分析と需給函数
-物量投入係数の算定法-

山　　　田

1はしがき

産業連関分析において,現在まで残されている

問題のうち主なものは,アグリゲ-ションの実際

的な条件,数量体系と価格体系との総合,物量投

入係数の算定法,動学体系などである。このうち,

アグリケ-ションの問題は,数学的にはその条件

が求められているが1),それは余りにも厳密に過

ぎ,実際にそのような条件を要求することはほと

んど不可能といってよい。この問題の実際の解決

には,数学的条件を緩めて考えなければならない

であろう2)。しかし,本稿で問題にしたのは,物

量体系と価櫓体系との総合と物量投入係数の問題

である。数量体系は従来一般的に利用されてきた

ものであるが,これに対して価格体系は比較的注

意が向けられなかったといってよい3)。そして,

このような数量と価格との両体系は相互に独立で

あることがレオンチエフ体系の1つの特色である。

しかし,そもそも経済藷量が相互依存関係にある

以上,それらが独立であること、は許されない。そ

こで本稿では,この両者の依存関係を,最終需要
ま

函数と供給函数とを導入することによって,実現

することをこころみた。その当然の結果として,

投入係数は物量的でなければならず,そのような

投入係数の求の方を同時に考察した。

1) Hatanaka M. "Note on Consolidationwith-

m a Leontief System", Econometrica, April 1952,

pp. 301-303.荒患治郎「産業部門の統合と動学的安定

条件」 『一橋論叢』昭和30年6月, pp. 95-100. Malin-

valid, E., HAggregation Problems in Input-Output

Models," The Structural Interdependence o f the Eco-

nomy, ed. by T. Barna, 1954, pp. 189-202.

2) Conference on Research in Income and We-

alth, Input-Output Analysis, ; An Appraisal, 1955

p.228.

3) The Netherlands Economic Institute, Input-

Output Relations, 1953, p. 20.

勇

2 1数量波及分析と価格波及分析

それでは第1の問題点である数量波及分析と価

格波及分析との関係はどうであろうか。数量波及

分析は通常つぎのような知周の形で与えられる。

〔7-A〕 ly-x　　(2- 1)

ここにZは単位マトリックスであり, Aは投入係

数マトリックス.,すなわち

A=

サ11ォ12'‥aln

"蝣21 &22""0-1%

O"al Cl>n2‥蝣"-an

(2-2)

Yは最終需要列ベクレレ,すなわち4)

y-{Yl, y2,- ,Yn]　(2・3)

Xは産出量列べ?トノレ,すなわち

x-{xhx2,‥ ,Xn¥　　(2 - 4)

をあらわす。これに対し,価格波及分析は

〔I-^r]-%-p　　(2 ・ 5)

上式においてATは投入係数マトリックス(2-2)

式の転置マトリックス,すなわち

AT=

an a.21‥蝣ttral

tt-12　#22"''&n2

Oj¥n &2n'*'&nn

(2-6)

であり, 7Eは産出量1単位あたりの附加価値の列
べクTlノレ,すなわち

n-{ni, 7T2,‥-,ォ蝣ォ)　(2 - 7)

さらに, Pは価格の列べクトノレ,すなわち

P-{Pl,P2,--,P-J　(2 ・ 8)

をあらわす。

(2-1)式と(2-5)式とを見れば明らかなように,

投入係数マトリックス』を与えるかぎり,両者は

それぞれ独立の式であって,相互に結びつかない。

言葉を換えていえば,数量波及分析の模型と価格

4)　　は以下すべて列ベクトノレをあらわす。
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波及分析の模型とは相互に独立である。しかし現

実の経済体系では,価棒と数量とが相互依存関係

にあることはいうまでもない。

この事実を以上のレオンチェフ体系について考

えてみると,まず数量波及模型(2・1)式では最終

需要ベクト′レYは先決変数であって,これに対.し,

産出量ベクトルガは内生変数である。すなわち

(2-1)式をコンシステントな体系とするためには,

Yを先決しなければならないことになる。

価格波及模型(2・5)式についても同じことが考

えられる。ここでは産出量1単位あたりの附力河西

値ベクトル7Tが先決変数であって,価椿ベクトル

は内生変数でなければならない。

そこでいま,両式の依存関係を決定する1つの

方法として,最終需要函数(丘naldemandfuncti-

on)5)と供給函数(supplyfunction)もしくは産出量

函数(outputfunction)とも称すべき2つの函数を

体系中に導入することをこころみ、る。ここに最終

需要函数というのは,最終需要が諸価椅p.p9アI?ア2]
～,pnの函数であることをあらわすものであって,

経験的には最終需要を価櫓の線型函数であらわす

ことができるものと考える。

最終需要が消費,輸入,資本形成等の支出国民

所得のm個の項目から構成せらるものとすれば,

最終需要マトリックスは

Yv- Yu

Yzv Yir托

Yn2- J-nm(・≡
(2-9)

となる.この各横行の合計をそれぞれYh Y2,～,

Ynであらわせば

さて,まえに述べた如く, (2・9)式の最終需要

5)最終需要函数は従来の需要函数のうち一番簡単

な形のものである。これは各種の最終需要を通じて統

一的に定式也する必要からとった手段である。これら

がはたして各内生部門の産出物の価格だけに関係を持

つか香かは,実証的研究を待って初めて正当化される

ものであろう。それと同時に理論的統一の必要性も充

分考慮せらるべきものであり,とくに産業連関分析で

の各要素は,それぞれ讃価楯pu Pi,～, Pnの線型

函数であらわされるものLと考えるから,つぎの式

が成立するであろう。

α111 α112'"α1In

α112 α122‥`α127?

α1nl α1n2‥ 'α1nn

α211 α212'"α21n

α212 α222° ‥α22n

α2nl α2n2‥ 'α2nn
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(2-ll)式の各式を(2-10)式に代入すれば

Y-αo+αIP　　　　(2-12)

上式において, αo'は列ベクトル
m      m　　　　　ワTZ'

α,-[S,α 。,S>α420,'-,Zαiサo) (2-13)

をあらわし, α1は

α1

(

帆      lれノ　　　m

Zα　Xα　蝣蝣蝣Jilαiln

m　　　仰　　　97も

Zα牀21 -2"αi22- ・Zαi2n

ln　　　ウn　　　?n

Zαin1 2/'αin2・ -Zαinn

(2-14)

°

77も

をあらわす。 Z記号はi-1からi-mまで合計す

ることを意味する。 (2-12)式の示すところは,義

終需要べクトノレYが価格ベクトルPの線型函数

であることと,αOはその哉片のベクトル,α1は価

格に関する限界最終需要マトリックスであるとい

うことであるo　さらにま_たこの式は,価格ベクト

ルの各要素が与えられれば,内生部門の最終需要

yi, Y2,一一, Ynが決定せられ,逆に,このような最

終需要が与えられれば,価格べクトノレの各要素は

P-α -HY-α　　　　(2-IS)

によって決定せられることを示している。まえの

場合,すなわち価格ベクトルの各要素が与えられ

れば, (2-ll)式によって, (2-9)式の最終需要マ

は,最終需要部門の種芙削こ応じてそれぞれ相異る式を

採用することは困難である点を考慮して,これを(2・

ll)式の如く取り扱った。
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トリックスの各要素が決定を見ることとなる。

産出量函数は,つぎの式によって与えられる。

X-βo+βIP　　　(2-16)

ここに, βOは列ベクトル

β0- (β10, β20/-, βmOJ　(2-17)

をあらわし,またβIは

(

β11 β12-・β1n

β21 β22-・β2n

βnl βn2‥・βnn

(2-18)

を示す。 βOは産出量函数の哉片, β1は価格に関

する限界産生量を意味する。

そこで,われわれの産業連関模型は, (2-1),

(2-5), (2-12)および(2・16)の4式であり,こ

の場合の内生変数は　X,Y,P,TVの4つであるか

ら,これらの内生変数はすべて一義的な解をうる

こpとになる。これを解くことは容易であって,ま

ず, (2-12), (2-16)両式を(2-1)式に代入すれば

P-(〔7-A〕 "ay β0-kβ0- 〔トA〕11α。) (2-19)

がえられ,つぎに,このPの値を(2-5), (2-12),

(2-16)式に代入して,それぞれk,Y,Xをうるこ

とができる。そのうち7Tは

TF- 〔I-AT〕p　　　(2-20)

によって与えられる6)7)

ここに一言つけ加えておきたい点は,従来の産

業連関分析に見られる関係式は,すべて数学的な一

恒等式であって,たとえば,数量波及分析式(2 - 1)

もしくは価格波及分析式(2 - 5)はその著例であるO

これら両式については,波及効果の経済的意味づ

けがなされてはいるものの,それJら、はむしろ数学

式の経済的意味づけであって,経済的意味の数式

化ではないといえよう。すなわち, (2-D式を例

にとって考えてみると,数学的恒等関係を示すこ

の式における左辺の逆マトリックスを展開して

[I-A~i~l-I+A+A2+-

6) (2.式の最終需要マトT)ックスの各要素は,

(2も11)式によってPがえられれば,これからただちに

求められる。したがって,これらは内生的に解くこと

ができる。

7) (2-1), (2.5), (2-15), (2.19)式中の逆マl・

リックスはすべてその存在を仮定する。

8)　これからさきの逆マトリックスについてもその

存在を仮定する。

研　　　究 Vol. 9No. 3

とし,これを経済的に意味づけたのが,波及効果

の経済的説明である。これに対し(2-12)式もしく

は(2-16)式はいわゆる行動方程式である。'すなわ

ち,それらはそれぞれ需要ないし供給の経済法則

をあらわす数学式であって,前2着とは異った性

質のものである点を注意しなければならない。

3　最終需要歯数のパラメ-クーの

最小自乗推定値

最終需要函数のなかのパラメ-タ-αは通常

の最小自乗法によって,過去の統計資料から推定

できる。いま, αの最小自乗推定値を&であらわ

せば(2-ll)式に関するαの推定式はつぎの如く
r

である。ただし∑記号は資料を1からγまで合

計することを示す8)0
r r r　　　　　　-1

′へ　　　ノヽ　　　　′.ヽ

α111 α121'"'α1nl

′、　　′ヽ　　　ノヽ

α112　α122…α1n2

′、　　ノヽ　.  ′ヽ

α117もォ12n- ・α1nn

2W ZpiVz-ZpiVn
r        r        r

Zpip2 2pi-Zpzpn

r        r          r

2pipn zpipn- - -zpni
r        r          r

lynpi Zy-iipv-　VniPi
r          r             r

zynp2 2,y2ip2-蝣Zy-niPz

r        r　　　　蝣　r

iynpn 2y2ipn- Zympn

′、　　′ヽ　　　′、

α211 #221-'α2nl

α212　α222日・α2n2

′ヽ　　ノヽ　　　　ノヽ

α21n α22n"'α2nn

r      r          r

lpi2 Iplp2- -Spipn
r        r        r

lpip2 2W- Zptvn

r       t          r

Spipn Sp2Pn'-2pn2

r         r          r

lyupi Zynpv -Zyn2Pl
r        r           r

^2/12^2 -^2/22^2- -21Jn2P2

r        r           r

ZyizPn ZyiWn-Zympn

′

-

′

l

ノヽ　　　′ヽ　　　ノヽ

αnll　αm21'-*mKl

ノヽ　　　ノヘ　　　　′ヽ

αn12　αm22-αmn2

循m

A
α

飽桝

<
α

ノヽ

'αmnn

・W聖IP2-ZpiPn^
Ipip2 2pi-Zp2Pn

t        r         r

lpiPn Zpzpn-Zpn2
r         r           r

2yimpi 2y2mpvSynm.pi
r          r           r

・2/lmP2 ZyimPz-2ynmp2

r         r           r

ZyimPn ZyimPn - Zy如n
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上式において

vij= ri}- Yij

Pi-pi-Pi

山田勇二産業連関分析と需給函数

U-l,2/-,n;j-¥,2, -,m)

であ・り. YiJおよびPiはそれぞれYijおよびPi

の平均を示す。

つぎに, (2-12)式のなかのα1を

α11 α12・‥α1n

α21 α　　α2n

αnt αサ2'"αnn

(3-3)
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とおけば

<xn air

a21在22-蝣ォ2n

′・　ノヽ　　　ノヽ

αnt αn∑-・αnn

r     r       r

2_p!2 Spip2-ZpiPn
r      r      r

2pip2 2pz2- --2p2pn

r　　蝣r        r

ZpiPn 2p2Pn-Zpn2
r　蝣　r        r

Syipi Sy2pi- 2ynpi
r       r         r

2Jyip2 Sy2p2-Synpi

r      r        r

ZyiPn 2y2pn- - -2ynpn

(3-3)

となる。この式において&は(2-12)式から直接

求めた最小自乗推定値であり, ∑記号は資料を1

からnまで合計することを示す。さらに

yi-Yi-Yt (i-l,2,--,n)

をあらわす　YiはYiの平均であるO

(2-10)式から

2/ii

2/21

ym
I
-ト

(

y12

y22

yn2Hi≡
をうるから,この結果を利用し,これを(3-3)式

の右辺第2項に代入し,さらに(3-1)式を考慮す

れば

ノヽ　　′ヽ　　　ノヽ

αll α12"'α1n

ノヽ　　　　ノヽ　　　　　　ノヽ

α21 α22…α2

ノヽ　　　　ノヽ　　　　　　′ヽ

αnl αnr"αn

m      m       帆

2ain 2ttur - -Zcc,i¥n
m      m　　　ケれ,

j芯　SSu -2ociin

m      m　　　　蝣m

Saini 2a.inr -Z在inn

(3-5)

となり, (2-14)式と同じ結果がえられることが明

らかとなる。

(2--ll)式について,残りのαの最小自乗推定値

を考えてみよう。この式からつぎの推定式をうる。

Yl仇

f2n

Ynm
i (

y^　　　a　　　　-**

αmll　αm12-α軌1n
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(3蝣・5)および(3-8)の両耳を利用し,これらを

(S - 7)の諸式に代入すれば
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(2 - 6)式の値を(3 - 9)式に代入すれば

飢
ォ110+在。+-+&

a12。十在220+一十鉱2.

aino+a2TC。H Vocn )
(3-10)

が証明される。この結果は(2-13)式に対応する。
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これによって,・-最終需要函数のなかのパラメー

ターは,個々の函数のパラ-タ-の最小自乗推定

を行った結果を統合するが,これを統合した函数

のパラメ-タ-の最小自乗推定を行った結果に一

致することが証明された。,

4　物量投入係数の算出

理論模型を完成したわれblれのつぎの問題は,

これに実際の統計を適用することである。しかし

そのまえに完結しておかなければならない仕事は,

,物量投入係数の算出方法につ九、てである。

産業連関表は産出金額と投入金額とによって作

成されており,たとえとの金額表示の投入・産出

から投入係数を計算しても,主対角要素を除いて

は,すべて価椅変動の影響を受けることはいうま

でもない。すなわち投入!係数aijはつぎの如く表

示することができる。

ffiy-PiXij/PjXj (i,j〒1,2,～,n) (4・1)′

もしi-jであれば

aij-xulXt　　　　　(4 - 2)

となって純粋な物量投入係数となるけれども, i幸

jの場合は　Pi,Piの変動によってaijが変化する

ことは明らかである9)。これに対する1つの解決

策はいわゆるdollar's worthlO)という考え方であ

るが,しかし本質的には,やはり価格変動の影響

を投入係数から除くことはできない。

そこで,いま産業連関表を修正して純粋な投入

係奴をうる方法を考えてるみるo　このことは,わ

れわれの産業連関模型が物量模型と価格模型とを

峻別することから当然必要となる問題なのである。

ところで,いまある年度の産業連関表と他の年

度のそれとを考えてみよう。かりにまえの年度を

基準年度と考え,そのときの産出量をy-.o　価格

をPjOとすれば,この両者を掛け合わせた相乗積

が実際の表において中れわれが利用しうる数値で

ある。この相乗積をvfとすれば,これは表利用

の視点からは既知数である。またもう1つの他の

年度をとり,そのときの産出量をXjl価格をPjl

とすれば,その相乗積Vjlもまた既知数と考える

9) W. W. Lepntief, The Structure of American

Economy, 2 nd., ed., 1951, pp. 37-38, pp. 73-74・

10) W. W. Leontief, ibid., p. 72, p. 148.
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ことができる。すなわち

VjO-pi-xiO,V/-P/X/[A-3)

さらにまた,基準年度に対する比較年度の価格比

が与えられているとすれば

Pf/Pj--R,(4-4)

においてRを既知数と考えることができる。

(4-3)(4-4-)両式において,未知数はPj-,p/,

*Ax/の4個であるから,このうちの1個を与

えれば,他の3個の未知数は全部決定される。そ

こで,いま通常の方法にしたがってp.Oとお

けばPIyOy1
3t^3>-^-Jはそれぞれ
iV-%Xj--VA

X/-V//Rj(j-1,2,蝣蝣蝣,n)'(4'・5)

とな.る。これらの式の右辺はすべて既知数である。

投入,最終需要についてもこれと全く同様に,数

量と価椿とを分けることができる。投入について

考えれば

V--Pi-こXij"vij-JTiXij,p.i/p---7?-

pォー-i(t,y-i,2,・-,n)(4-6)

・,..oRiは既知数であるから,上式から

Pil-Bi,Xi/-Vi//Ri(4・7)

この場合の投入係数は,両年度において

・.0-r..0
1-x%]/X/,O,/-V/Xjl(4-8)
によって求められ,純粋に数量的考係数となる。

以上の物量投入係数の算出例として,通商産業

省編纂の昭和26年と29年との産業連関表を取っ

てみよう11)。ここでは原理を示すだけであるから,

各産業部門を3つに統括し,農林水畜産業部門(I),

鉱工商業部門(II)および附加価値部門(Ill)とす

る。

第1表昭和26年表(金額表)

単位: 100万円

物量投入係数を求めるには,まず内生部門I, II

の価格比を算定しなければならない。すなわち,

ll)通商産業大臣官房調査統計部編『日本経済の

産業連関分析』昭和32年。
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昭和26年価格基準の昭和29年の価格比を求める

ことが必要となる。

第2表　昭和29年表(金額表)

単位: 100万円

ところで,農林水畜産物の価格比を算定するこ

とから初妙る。昭和26年と29年との農林産物価

櫓は,昭和25-27年基準で,それぞれ99.8およ

び105.0であり,水産物価櫓はそれぞれ102.1お

よび119.8である12)。また,昭和26年における農

林産物と水産物との生産国民所得13)は,第1表の

第I部門について縦列の.附加価値の計数から求め

られる。その債は1,347,085であるが,そのうち

農林産物の所得は1,229,914であり,水産物のそ

れは117,171である。また昭和29年においては,

儲2表の第I部門について縦列の附加価値のうち,

濃林産物の所得が1,329,209,水産物の所得が

118,138である。ただし,ここに昭和26年, 29年

・というのは歴年についていっているのである。以

上の資料から,昭和26年における第I部門の農

林産物と水産物との加重総合平均は

99.8× 1,229,914+102.1 × 117,171

1,229,914+117,171
-100.0

また,昭和29年における第II部門の農林産物と

水産物との加重総合平均は

105.0× 1,329,209+119.8× 118,138

1,329,209+118,138
-106.2

与れから第I部門の価格此Rlを求めると

#1-106.2/100.0-1.062

つぎに,鉱工商業産物のイ酎藩を計算してみ皐う.

昭和26年と29年との消費財価格は,昭和9-ll

年を1として,それぞれ　264.9および304.3セあ

り,生産財実効価格はそれぞれ340.5および342.3

である。また,昭和26年における鉱工商業産物

の附加価値は,第1表の第II部門につい七,醍

12)農林省統計調査部編『虚林省統計表』昭和32年。

13)経済企画庁編『昭和29年度の国民所得』昭和
蝣30ffo
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列の附加価値3,948,408によって示されているが,

同年の家計消費支出と政府消費との合計は,同義

の原表から3,790,290であることがわかるから,

生産財の附加価値は3,948,408- (3,790,290-

751,804)-909,922となる。ここに751,804は家計

と政府との消費支出のうち第I部門に振り向けら

れた消費分であるO昭和29年についても,これ

と全く同様に計算する。すなわち,第2表の第II

部門について,縦列の附加価値5,328,980のうち

から,第II部門に向けられた家計と政府との消

費支出5,359,008-795,150-4,563,858を差し引い

た残り　765,122が第II部門の附加価値となる。

ここに5,359,008は家計消費4,701,846と政府消費

657,162との合計であり　795,150はそのうち第I

部門に振り向けられた家計と政府との消費支出で

'ある。以上の資料から,第II部門の価格ー比R2を

求める。まず,昭和26年の加重総合指数は

264.9 × 3,790,290+340.5 × 909,922

3,790,290+909,922

であり,また昭和29年については

304.3 × 5,359,008+342.3× 765,122

5,359,008+765,122

-279.5

-309.0

であるから,第II部門の価格比R2は

R2-309.0/279.5-1.106

となる。

以上で価格比が求められたから,これから産業

連関表の数量表がえられる。すなわち,いまえら

れた-Ki,-R2をもってそれぞれ第2表の第I, II部

門の横行の計数を割ったものカr数量表とも見ら
るべきものであって,いい換えれば,これは昭和

26年価格であらわした29年の金額表である。そ

の理由は説明するまでもないがiいま産出につい

て考えて見れば,その昭和29年の金額はPil^

であって,これを価椿此Riで割ったものは

pi'xi'/R-Pi'xtl昔-pi-xil(i-l,2,～, n)
となるからである。投入についても同様である.

いまその結果を示せば第3表の如くである。

第1表とl第3表とから,・昭和26年および29年

の投入係数を求めたものは,第4表の示す如くで

ある。これが純粋な物量投入係数にはかならない。
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第3表　昭和26年価格29年表

第4r表　物量投入係数表

この投入係数は物量的なものであるから,勤価の

変動による影響は原則として無視することができ,

その変動は純粋な技術変化の結果であると考える

ことができよう。

5実証分析

最後に,第2節で展開した模型に統計資料をあ

てはめて,この模型から誘導せられる,投入量,

産出量,価椿を求めてみよう。統計資料としては,

主として第4表の物量投入係数を用いることとす

る。産業部門は,第4~節の例にならって,第I部

門,第II部門,第III部門の3部門とする。この

うち第I,II両部門を内生部門とし,第III部門

を附加価値部門にとり,これを外生部門と考える。

まず最初に,(2-12)式の最終需要函数について

特殊な-番簡単なものとして

〔設〕-〔芸]・〔ォuo

。ォ22〕〔PC]

pj(5-1)として,このなかのパラメータ-の最小自乗推定

値を求める14)。この資料は第1表と第3表のなか

の第III部門縦列の計数とさきのRを求めたとき

の資軒とである。ここに注意すべき点は,第2表

は金額表で,第3表のような実質額表ではないと

いうことであり,さらにαの推定値は実質額表か

ら求めるということである。計算結果を示せば

ォi0-1,762,000,　<xu- -13,200

α20--5,403,000　#22-35,262
ノヽ (5-2)

また産出量函数についても, (2-16)式の特殊なし

かも一番簡単なものとして

〔芸〕-〔 +〔g霊〕〔3(5-3)

14)15)　もし資料が3虹以上あれば,この場合・
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を採用し15)資料としては第1表と第3表の表醇

の計の計数を利用して,βの最小自乗推定値を求

めた結果は

芸::≡1,093,000

-28,123,;..忠,543

38,000(5-4)
となる。これらのパラメータ-の値を使って,

(2-19)式を求めてみよう。まず投入係数に関するン

逆マトリ;クスは

〔7-A〕 ll-
']-!
0.038　0.066

0.181 0.605〕-〔

1.073

0.492

0.179

2.614,

となる。この投入係数は昭和29年のものであるO,

これからPを求めると

〔芸:〕-(〔1.0730

0.4922霊-13,2000

,035.262十
〔2,5430

0138,。。。〕)plx(〔1,093,000

-28,123,。。。〕-〔吉霊22霊〕し豊300

。。〕)-〔芸呂::芸〕

すなわちPi-106.7,P2-309.3となる。産出物F

l単位あたりの附加価値2Tは,(2-20)式から

;:kkn-ro.o38o.i8i"i¥-iriO6-7'l
JU.066o.iosjyL309.3J

〔

267.665

999.403

となる。また,最終需要yは(2-12)式から

¥yIJ I

-〔

1,762,000

- 5,403,000

353,560

5,503,537

-13,200 0吉3,2000

35,262,〔芸呂::芸〕,1;;

産出量∬は,(2-16)式から

〔芸〕.1,093,

..-28,123,33:]・〔2,543

0138,3。。j1,333:;〕';
1,364,338

14,560,400

となる。

〔琵〕-〔:::〕ranォiz~l
la2ia22J〔pj'〔許〔荒:〕

1-〔

β11 β1

β21 β2:] [計として, α,-βの値轡定できるが-
本例題の如く, 2組の資料よりない場合は, (5-1)式こ

もしくは(5-3)式の如くすることが必要である。


